
令和 6年度～令和 10 年度 

花川運動公園の管理に関する基本協定書

（案）



あああああ



目 次 

花川運動公園の管理に関する基本協定書 

第１章 総 則                                  1 

（本協定の目的）                                  1 

（本協定の期間）                                  1 

（信義誠実の原則）                                  1 

（用語の定義）                                  1 

（管理物件）                                  2 

（管理施設の使用）                                  2 

第２章 本業務の範囲と実施条件                                  2 

（本業務の範囲）                                  2 

（業務実施条件）                                  3 

（業務範囲及び業務実施条件の変更）                                  3 

第３章 本業務の実施                                  3 

（本業務の実施）                                  3 

（開業準備）                                  3 

（第三者による実施）                                  4 

（管理施設の改造等）                                  4 

（緊急時の対応）                                  4 

（防災対策）                                  4 

第４章 情報の取扱い                                  4 

（情報の保護）                                  4 

（守秘義務）                                  5 

（個人情報の保護）                                  5 

（情報公開）                                  5 

（事故発生時における報告）                                  5 

第５章 備品等の取扱い                                  5 

（市の備品の管理）                                  5 

（指定管理者による備品等の購入等）                                  6 

（備付物品の管理）                                  6 

第６章 業務実施に係る市の確認事項                                  6 

（事業計画書）                                  6 

（日報）                                  7 

（月次報告書）                                  7 

（事業報告書）                                  7 

（市による業務実施状況の確認）                                  8 

（市による業務の改善勧告）                                  8 

（市による業務の指示）                                  8 

（その他報告事項）                                  8 

第７章 指定管理料及び利用料金                                  8 

（指定管理料の支払い）                                  8 

（指定管理料の変更）                                  9 

（利用料金収入の取扱い）                                  9 

（利用料金の決定等）                                  9 

（利用料金の公表）                                  10 



第８章 損害賠償及び不可抗力                                  10 

（損害賠償等）                                  10 

（第三者への賠償）                                  10 

（保険）                                  10 

（不可抗力発生時の対応）                                  10 

（不可抗力によって発生した費用等の負担）                                 11 

（不可抗力による一部の業務実施の免除）                                  11 

（不可抗力発生時の施設の管理）                                  11 

（リスク分担）                                  11 

第９章 指定期間の満了等                                  11 

（業務の引継ぎ等）                                  11 

（原状回復義務）                                  12 

（協定終了時の備品等の扱い）                                  12 

第１０章 指定期間満了以前の指定の取消し                                 12 

（市による指定の取消し等）                                  12 

（指定管理者による指定の取消しの申出）                                  13 

（不可抗力による指定の取消し）                                  14 

（違約金）                                  14 

（取消し等による損害の賠償）                                  14 

（指定期間満了以前の取扱い）                                  14 

第１１章 その他                                  14 

（暴力団排除に関する協力義務）                                  14 

（権利・義務の譲渡の禁止）                                  15 

（法人格の変更等）                                  15 

（本業務の範囲外の業務）                                  15 

（委託業務）                                  15 

（本業務の実施に係る指定管理者の口座）                                  15 

（請求、通知等の様式その他）                                  15 

（協定の変更）                                  16 

（解釈）                                  16 

（疑義についての協議）                                  16 

（年度協定の締結）                                  16 

（裁判管轄）                                  16 

（共同事業体の場合における特記事項）                                  16 

個人情報の取扱いに係る特記事項                                  17 

電気料等の精算に係る特記事項（令和5年度選定施設に係る特例措置）          19 

仕様書                                  別冊 

別紙１ 管理物件                                  20 

    管理物品                                  別紙備品台帳 

別紙２ リスク分担表                                  21 



花川運動公園の管理に関する基本協定書 

浜松市（以下「市」という。）と ○○ （以下「指定管理者」という。）とは、次のとおり、花川運

動公園の管理に係る基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

第１章 総 則 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、市と指定管理者が相互に協力し、花川運動公園を適正かつ円滑に管理するために必

要な事項を定めることを目的とする。 

（本協定の期間） 

第２条 本協定の期間（以下「指定期間」という。）は、令和６年４月１日から令和８年３月３１日まで

とする。 

２ 花川運動公園の管理業務（以下、「本業務」という。）に係る会計年度は、毎年４月１日から翌年３

月３１日までとする。 

（信義誠実の原則） 

第３条 市及び指定管理者は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実に履行し

なければならない。 

（用語の定義） 

第４条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 指定管理開始日 花川運動公園に係る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項の規定に基づく指定管理者の指定期間の開始日のことをいう。 

(2) 指定管理料 市が指定管理者に対して支払う本業務の実施に関する対価のことをいう。 

(3) 仕様書 花川運動公園指定管理者募集要項に示された本業務に係る仕様書の内容を基本として、

本協定を実施する際の細目として市と指定管理者の協議の上定めるものをいう。 

(4) 自主事業 第 7条に規定した本業務以外の業務で、市長の承認を受けて指定管理者が自己の責任

と費用において実施する業務のことをいう。 

(5) 提案書 花川運動公園の指定管理者の公募にあたり、指定管理者が提出した事業提案書のことを

いう。 

(6) 年度協定 本協定に基づき、市と指定管理者が指定期間中に年度ごとに締結する協定のことをい

う。 

(7) 不可抗力 天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災（戦争、テロ、

暴動、疫病等）その他市及び指定管理者の責めに帰すことのできないもので、市又は指定管理者に

よっても予見し得ず、若しくは予見できてもその損失、損害又は障害発生の防止手段を合理的に期

待できないものをいう。なお、不可抗力に起因しない施設利用者数の増減は、不可抗力に含まない

ものとする。 
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(8) 法令 すべての法律、政令、省令、条例、規則その他正規の手続を経て公布された行政機関の規

程をいう。 

(9) 利用料金 地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、指定管理者の収入として収受する花

川運動公園の利用に係る料金をいう。 

(10) 資本的支出 固定資産の価値を高め、又はその耐久性を増すことになると認められる経費をい

う。 

(11) 修繕 固定資産の通常の維持管理のため、又はき損した固定資産につきその原状を回復するこ

とをいう。 

(12) 備品 １年以上その形状を変えることなく使用し、かつ、保存に耐え得る物で１個又は１組に

つき取得価額又は評価価額が２万円以上の物品をいう。 

(13) 管理物品 第Ⅰ種備品及び第Ⅱ種備品をいう。 

(14) 第Ｉ種備品 市が所有する備品で、本業務実施のために供する備品をいう。 

(15) 第Ⅱ種備品 市が指定管理者に購入又は調達を指示する備品で、本業務実施のために供する備

品をいう。 

(16) 第Ⅲ種備品 指定管理者の任意により購入し、又は調達する備品で、本業務又は自主事業の実

施のために供する備品をいう。 

(17) 備付物品 利用料金を収受して利用者に貸し出す物品をいう。 

（管理物件） 

第５条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品からなる。管理

施設及び管理物品の内容は、別紙１のとおりとする。 

２ 指定管理者は、善良なる管理者の注意を持って管理物件を管理しなければならない。 

（管理施設の使用） 

第６条 指定管理者は、本業務を遂行するために必要な範囲内において、管理施設を無償で使用するこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、第 55 条に定める自主事業を行う場合その他花川運動公

園の目的を妨げない範囲において特に必要のある場合は、市の承認を得て前項の範囲を超えた管理施

設の使用を行うことができる。 

３ 指定管理者は、前項の規定により管理施設を使用する場合において、地方自治法第２３８条の４第

７項の規定に基づく行政財産の使用許可を必要とする場合は、浜松市公有財産管理規則（昭和３９年

規則第３０号）第９条に定めるところにより、市に対して、行政財産使用許可申請書を提出し、所定

の使用料を納付しなければならない。 

 第２章 本業務の範囲と実施条件 

（本業務の範囲） 

第７条 浜松市都市公園条例（昭和３７年３月３１日浜松市条例第１２号。以下「本条例」という。）第

２５条に規定する本業務の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 本条例第３条第１項及び第３項並びに第７条の２の許可に関する業務 

(2) 管理施設等の維持管理に関する業務 
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(3) 前各号に掲げるもののほか、都市公園の管理に関して市が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、仕様書に定めるとおりとする。 

（業務実施条件） 

第８条 指定管理者が本業務を実施するにあたって満たさなければならない条件は、仕様書又は年度協

定を締結している場合は年度協定書に示すとおりである。 

（業務範囲及び業務実施条件の変更） 

第９条 市又は指定管理者は、必要があると認める場合は、相手方に対する通知をもって第７条で定め

た本業務の範囲及び第８条で定めた業務実施条件の変更を求めることができる。 

２ 市又は指定管理者は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 業務範囲又は業務実施条件の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等については、前項の協議にお

いて決定するものとする。 

 第３章 本業務の実施 

（本業務の実施） 

第１０条 指定管理者は、本条例、浜松市都市公園条例施行規則（昭和３７年３月３１日浜松市規則第

９号。以下「本規則」という。）及び次に掲げる法律その他の関係法令並びに本協定を遵守し、本業務

を行わなければならない。 

(1) 地方自治法 

(2) 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その他労働

に関する法令 

２ 指定管理者は市と協議の上、本業務の実施にあたり浜松市行政手続条例（平成８年浜松市条例第６

９号）の規定により、次の項目を定めるものとする。 

(1) 本条例第３条第１項及び第３項の規定による許可の審査基準 

(2) 本条例第７条の２による施設の利用許可の審査基準 

(3) 本条例第２９条ただし書の規定による利用料金の後納の審査基準 

(4) 本条例第３０条の規定による利用料金の減免の審査基準 

(5) 本条例第３１条ただし書の規定による利用料金の還付の審査基準 

(6) 本条例第１３条の規定による利用許可の取消し等の処分基準 

３ 前項に定めるもののほか、指定管理者は市と協議の上、花川運動公園の利用者に対する指導に関す

る手続きを定めるものとする。 

（開業準備） 

第１１条 指定管理者は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要

な研修等を行うものとする。 

２ 指定管理者は、必要があると認める場合には、指定開始日に先立ち、市に対して管理施設の視察を

申し出ることができるものとする。 

３ 市は、指定管理者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に応

じなければならない。 
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（第三者による実施） 

第１２条 指定管理者は、本業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。た

だし、事前に市の承諾を得た場合は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができ

る。 

２ 指定管理者が前項ただし書の規定に基づき、本業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて指

定管理者の責任及び費用において行うものとし、本業務に関して第三者の責めに帰すべき事由により

生じた損害及び増加費用については、すべて指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び

増加費用とみなして、指定管理者が負担するものとする。 

（管理施設の改造等） 

第１３条 管理施設の資本的支出については、市が自己の費用と責任において実施するものとする。 

２ 管理施設の修繕については、１件につき６０万円（消費税及び地方消費税を含む。）以上のもの（以

下「大規模修繕」という。）については市が自己の費用と責任において実施するものとし、１件につき

６０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては指定管理者が自己の費用と責任に

おいて実施するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、資本的支出及び大規模修繕について、指定管理者の提案書に記載され

ている場合又は指定管理者からの申し出があった場合において、市は必要があると認めるときは、指

定管理者の負担により指定管理者に行わせることができる。この場合において、市及び指定管理者は、

当該資本的支出及び大規模修繕に係る施設・設備の所有権、管理責任、原状回復の必要性等の本協定

の期間満了時の取扱いその他必要な事項を定めるものとする。 

（緊急時の対応） 

第１４条 指定期間中、本業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態（以下「事故等」という。）が

発生した場合、指定管理者は直ちに必要な措置を講じるとともに、市（消防、保健所等を含む。）、警

察その他の行政機関関係者に対して事故等発生の旨を通報しなければならない。 

２ 市は、前項の通報を受けたときは、直ちに指定管理者への必要な指示を行うとともに、必要に応じ

て花川運動公園の現地調査その他必要な対応を行うものとする。 

３ 事故等が発生した場合、指定管理者は市と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 

（防災対策） 

第１５条 指定管理者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その他関係法令を遵守し、市と連携し

て、必要な防災対策を講じるものとする。 

２ 指定管理者は、防火管理者を選任したときは、市に報告するとともに、消防計画を作成した場合は、

その写しを市に提出するものとする。<※第１０条で包括的に規定していますが、該当施設は必要に

応じて定めてください。> 

３ 市は、防災対策の実施に関し、市の直接管理する公の施設と同様の研修、情報提供を指定管理者に

対して行うものとする。 

 第４章 情報の取扱い 

（情報の保護） 
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第１６条 指定管理者は、本業務を処理するための個人情報その他の情報の取扱いに当たっては、利用

者その他関係者の権利利益を侵害することのないよう、適正に取り扱わなければならない。 

（守秘義務） 

第１７条 指定管理者の役員及び職員は、本業務を処理するために知り得た秘密を、他に漏らしてはな

らない。その職を退いた後も同様とする。 

（個人情報の保護） 

第１８条 指定管理者は、本協定による事務を処理するに当たって個人情報を取り扱う際には、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条及び第６７条の規定及び個人情報の取扱

いに係る特記事項を守らなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の個人情報について、個人情報の保護に関する法律の規定に基づき、市に対す

る開示請求、訂正請求又は利用停止請求があった場合において、市から開示、訂正又は利用停止の要

求があったときは、速やかにこれに応じなければならない。 

３ 指定管理者は、本業務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理するために必

要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

４ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本業務に関して知り得た個人情報を当該事務

を処理するため以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。 

５ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本業務を処理するために市から貸与された個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６ 指定管理者は、本業務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、市の承諾があるときを

除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

７ 指定管理者は、指定の期間が終了し、又は指定を取り消されたときは、本業務を処理するために市

から貸与され、又は指定管理者が収集し、若しくは作成した個人情報を自己又は市以外の者のために

使用してはならない。 

８ 前項の場合において、指定管理者は、個人情報が記録された資料等を、指定の期間が終了し、又は

指定を取り消された後直ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が別に方法を指示し

たときは、当該方法によるものとする。 

（情報公開） 

第１９条 指定管理者は、浜松市情報公開条例（平成１３年浜松市条例第３２号）第２３条の２第１項

の規定に基づき、本業務を行うに当たって保有する文書の公開に努めなければならない。 

（事故発生時における報告） 

第２０条 指定管理者は、この章の規定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知った

ときは、直ちに市に報告し、市の指示に従うものとする。指定の期間が終了し、又は指定を取り消さ

れた後においても同様とする。 

 第５章 備品等の扱い 

（市の備品の管理） 

第２１条 指定管理者は、別紙１に定める第Ⅰ種備品を、本業務実施のために供するものとする。 
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２ 指定管理者は、指定期間中、第Ⅰ種備品を常に良好な状態に保たなければならない。 

３ 第Ⅰ種備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理者は、

速やかに市に報告するものとし、市は、必要に応じて当該第Ⅰ種備品の同等物品を購入し、 又は調達

する。ただし、市との協議により、指定管理者は、第Ⅱ種備品として当該第Ⅰ種備品の同等物品を購

入又は調達することができる。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により第Ⅰ種備品をき損滅失したときは、市との協議により、必要に

応じて市に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入し、又

は調達し、市に寄附しなければならない。 

５ 指定管理者は、第Ｉ種備品について、浜松市物品管理規則（昭和４０年浜松市規則第１８号）に基

づく市の管理に協力しなければならない。 

（指定管理者による備品等の購入等） 

第２２条 指定管理者は、別紙１に定める第Ⅱ種備品を、自己の費用により購入又は調達し、本業務実

施のために供するものとする。 

２ 第Ⅱ種備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理者は、

自己の費用で当該備品等を購入又は調達するものとする。 

３ 指定管理者は、第Ⅱ種備品について、物品管理台帳を作成し、原則として備品標識を付さなければ

ならない。 

４ 指定管理者は、指定管理者の任意により第Ⅲ種備品を購入又は調達することができる。 

５ 指定管理者は、第Ⅲ種備品について、物品管理台帳を作成し、必要に応じて備品標識を付さなけれ

ばならない。 

（備付物品の管理） 

第２２条の２ 指定管理者は、別紙１に定める備付物品を本業務実施のために供するものとする。 

２ 指定管理者は、指定期間中、備付物品を常に良好な状態に保たなければならない。 

３ 備付物品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理者は、

速やかに市に報告するものとし、市は、必要に応じて当該備付物品の同等物品を購入又は調達する。

ただし、市との協議により、指定管理者は、第Ⅱ種備品として当該備付物品の同等物品を購入又は調

達することができる。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により備付物品を毀損滅失したときは、市との協議により、必要に応

じて市に対しこれを弁償又は自己の費用で当該備付物品と同等の機能及び価値を有するものを購入

又は調達し、市に寄附しなければならない。 

 第６章 業務実施に係る市の確認事項 

（事業計画書） 

第２３条 指定管理者は、毎年度３月２５日までに、翌年度の事業計画書を提出し、市の確認を得なけ

ればならない。 

２ 市及び指定管理者は、事業計画書を変更しようとするときは、市と指定管理者の協議により決定す

るものとする。 
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（日報） 

第２４条 指定管理者は、毎開館日の終了後、速やかに次の各号に示す事項を記載した日報を作成しな

ければならない。 

(1) 管理業務の実施状況に関する事項 

(2) 自主事業の実施状況に関する事項 

(3) 事故・苦情等の対応状況に関する事項 

(4) 施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

(5) その他市が指示する事項 

２ 指定管理者は、作成した日報を管理施設に備え置き、市の求めがあるときは市に提出しなければな

らない。 

（月次報告書） 

第２５条 指定管理者は、月の終了後、翌月の１０日までに次の各号に示す事項を記載した月次報告書

を提出しなければならない。 

(1) 管理業務の実施状況に関する事項 

(2) 自主事業の実施状況に関する事項 

(3) 事故・苦情等の対応状況に関する事項 

(4) 施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

(5) 光熱水等の使用状況に関する事項 

(6) その他市が指示する事項 

（事業報告書） 

第２６条 指定管理者は、毎年度終了後、本業務に関し、４５日以内に次の各項に示す事項を記載した

事業報告書を提出しなければならない。 

(1) 本業務の実施状況に関する事項 

(2) 管理施設の利用状況に関する事項 

(3) 利用料金収入の実績 

(4) 本業務に係る収支状況 

 (5) 提案した事業の実施状況に関する事項 

(6) 自主事業の実施状況 

(7) 自主事業に係る収支状況 

(8) 利用者の苦情、要望又は意見に関する事項 

(9) 施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

 (10) 事後評価での指摘及び意見に対する対応状況 

 (11) 指定管理者との協定書で定める管理の状況を把握するために必要な事項 

 (12) 指定管理者による自己評価 

 (13) 労働関係法令について 

 (14) 施設運営に関する意見・要望について 

(15) その他市が指示する事項 

２ 指定管理者は、市が年度途中において指定管理者に対する指定管理者の指定を取り消した場合には、

指定が取り消された日から３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければ
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ならない。 

３ 市は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、指定管理

者に対して文書による報告又は口頭による説明を求めることができるものとする。 

（市による業務実施状況の確認） 

第２７条 市は前条により指定管理者が提出した事業報告書に基づき、指定管理者が行う業務の実施状

況及び施設の管理状況の確認を行うものとする。 

２ 市は、前項における確認のほか、指定管理者による業務実施状況等を確認することを目的として、

随時、管理施設へ立ち入ることができる。また、市は、管理物件の管理の適正を期するため、指定管

理者に対して、随時当該管理の業務又は経理等の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は

必要な指導をすることができる。 

３ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその申出に応

じなければならない。 

（市による業務の改善勧告） 

第２８条 前条による確認の結果、指定管理者が本協定に定める義務を履行しない場合は、市は指定管

理者に対して業務の改善を勧告するものとする。 

２ 指定管理者は、前項に定める改善勧告を受けた場合は、当該勧告に従わない正当な理由のある場合

を除いて、速やかにそれに応じなければならない。 

（市による業務の指示） 

第２９条 前条による勧告に応じない場合、市は指定管理者に対し必要な指示をすることができる。 

（その他報告事項） 

第２９条の２ 本協定に別段の定めがある場合を除き、本業務執行上の誤り、施設、システム等のトラ

ブル、指定管理者の違法又は不正な行為（第１２条第１項ただし書の規定に基づき第三者に本業務の

一部を実施させた場合を含む。）並びに指定管理者の役員及び当該管理施設職員の非違行為が発生し

た場合、指定管理者は、直ちに市に報告しなければならない。 

 第７章 指定管理料及び利用料金 

（指定管理料の支払い） 

第３０条 指定期間のうち令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までの期間に係る指定管理料

は、金○○，○○○，○○○円とし、その内訳は、次のとおりとする。 

(1) 令和６年度 ○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○，○○○，○○○円※） 

(2) 令和７年度 ○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○，○○○，○○○円※） 

(3) 令和８年度 ○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○，○○○，○○○円※） 

(4) 令和９年度 ○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○，○○○，○○○円※） 

(5) 令和１０年度 ○○，○○○，○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○，○○○，○○○円※） 

※指定管理料のうち消費税及び地方消費税相当額については、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）並びにこれらを改正する法律で定める税率によるものと

する。なお、本協定の締結日以降に消費税率の変更があったときは、消費税及び地方消費税相当額を
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変更後の税率によるものとする。 

２ 指定管理料は、前項各号に掲げる年度の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を月割によって

計算した額を、毎月、指定管理者の請求により支払うものとする。この場合において当該額に１円未

満の端数があるときは、その端数金額は、すべて当該年度の最初の月に合算するものとする。 

３ 前項の規定による請求は、市が当該月の業務の履行を確認した後、当該月の指定管理料の支払いに

関する請求書を市に送付することにより行うものとする。 

４ 市は、前項の請求書を受領した日から３０日以内に、当該請求書に係る指定管理料を支払うものと

する。 

５ 市は、指定管理者が本協定に定める義務を履行しない場合は、指定管理者に対して、指定管理料の

減額を請求することができる。 

６ 前項の規定により指定管理料の減額を請求する場合において、その減額割合は次の各号のいずれか

の方法により定めるものとする。 

(1) 仕様書等に減額割合についての定めがあるときは、市がその定めに基づき決定し、指定管理者

に通知する。 

(2) 仕様書等に減額割合についての定めがないときは、市と指定管理者が協議して決定する。 

（指定管理料の変更） 

第３１条 市又は指定管理者は、指定期間中に賃金水準又は物価水準の変動により当初合意された指定

管理料が不適当となったと認めたときは、相手方に対して通知をもって指定管理料の変更を申し出る

ことができるものとする。 

２ 市又は指定管理者は、前項の申出を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 変更の要否や変更金額等については、前項の協議により決定するものとする。 

（利用料金収入の取扱い） 

第３２条 指定管理者は、花川運動公園に係る利用料金を当該指定管理者の収入として、収受すること

ができる。 

２ 指定管理者は、指定期間の満了日又は指定の取り消しがあった日後の利用に係る利用料金を事前に

収受した場合は、市の指示するところにより、その利用料金に相当する金額を次の指定期間に係る指

定管理者又は市に支払わなければならない。 

３ 指定期間開始前に利用料金が納付され、指定期間開始後に利用許可の取り消しや予約取り消しなど

により利用料金を返還する場合は、指定期間開始前の指定管理者等が当該利用料金を利用者に返還す

る。 

４ 市は、まつぼっくりにおける口座振替により花川運動公園の利用者から市の口座に振り込まれた花

川運動公園に係る利用料金相当分を、指定管理者に支払う。 

５ 市は、前項に規定する利用料金に係る利用料金還付が発生する場合において、利用者から申請があ

ったときは、当該利用料金を利用者に返還し、その後指定管理者は、市が返還した利用料金相当分を

市に納入する。 

６ 指定管理者は、第４項に規定する利用料金に係る利用料金還付が発生する場合において、利用者か

らの申請があったときは、当該利用料金を利用者に返還する。 

（利用料金の決定等） 

第３３条 利用料金は、本条例別表に定める額（同表に定める使用の単位（備付物件に係る使用の単位
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を含む。）を変更し、又は新たな単位を設定する場合にあっては、同表の規定による額を基準として市

が別に定めるところにより算定した額）の範囲内において、指定管理者が市の承認を得て定めなけれ

ばならない。指定管理者が花川運動公園の利用に係るキャンセル料（利用者が本規則第１８条第１項

各号（利用料金の還付に関する規定）に定める日前までに利用の許可の取消しを申し出なかった場合

に当該利用者が支払うべきであった利用料金に相当する額の範囲内において指定管理者が定める料

金をいう。以下同じ。）を徴収する場合にあっても、同様とする。 

２ 指定管理者は、本条例第３０条の規定により利用料金を減額し、若しくは免除し、又は本条例第３

１条の規定により利用料金を還付するときは、本規則第１８条第２項により指定管理者が定めた審査

基準に基づき行わなければならない。 

（利用料金の公表） 

第３４条 指定管理者は、前条第１項の承認を得たときは、その旨及び当該利用料金及びキャンセル料

の額を花川運動公園の利用パンフレット、インターネット等の方法により公表しなければならない。 

 第８章 損害賠償及び不可抗力 

（損害賠償等） 

第３５条 指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによって

生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、市が特別の事情があると認めたときは、市は、

その全部又は一部を免除することができるものとする。 

（第三者への賠償） 

第３６条 本業務の実施において、指定管理者に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、指定

管理者はその損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が市の責めに帰すべき事由又は市、

指定管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、その限りではない。 

２ 市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した場合、

指定管理者に対して、賠償した金額その他賠償に伴い発生した費用を求償することができるものとす

る。 

（保険） 

第３７条 本業務の実施にあたり、市が付保しなければならない保険は、次のとおりである。 

(1) 火災保険 

２ 本業務の実施にあたり、指定管理者が付保しなければならない保険は、次のとおりである。 

(1) 施設賠償責任保険 

(2) 第三者賠償責任保険 

（不可抗力発生時の対応） 

第３８条 不可抗力が発生した場合、指定管理者は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応措

置をとり、不可抗力により発生する損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなければなら

ない。 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 
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第３９条 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、指定管理者

は、その内容や程度の詳細を記載した書面をもって市に通知するものとする。 

２ 市は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で市と指定管理者の協議を行い、

不可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。 

３ 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用について

は合理性の認められる範囲で市が負担するものとする。なお、指定管理者が付保した保険によりてん

補された金額相当分については、市の負担に含まないものとする。 

４ 不可抗力の発生に起因して市に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用については市が負

担するものとする。 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第４０条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができなくなっ

たと認められた場合、指定管理者は不可抗力により影響を受ける限度において本協定に定める義務を

免れるものとする。 

２ 指定管理者が不可抗力により本業務の一部を実施できなかった場合、市は、指定管理者との協議の

上、指定管理者が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額するこ

とができるものとする。 

（不可抗力発生時の施設の管理） 

第４１条 市は、次の各号のいずれかに該当する場合は、花川運動公園の使用を停止し、市の管理下に

置くことができるものとする。 

(1) 気象業務法（昭和２７年法律第１６５号）第１１条の２第１項の規定に基づく東海地震等に関す

る観測情報、注意情報若しくは予知情報が発表された場合、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年

法律第７３号）第９条第１項の規定による警戒宣言が発せられた場合及び武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第２５条第１項（第１８３条にお

いて準用する場合を含む。）の規定による指定を浜松市が受けた場合において、市民の安全確保のた

めに花川運動公園の使用を停止する必要があると市が認めるとき。 

(2) 不可抗力が発生し、花川運動公園を災害救援等の支援施設として使用させる必要があると市が認

めるとき。 

２ 前項の場合において、指定管理料の取扱いその他必要な事項については、市、指定管理者協議の上、

決定するものとする。 

（リスク分担） 

第４２条 本業務に関するリスク分担は、別紙２のとおりとする。 

 第９章 指定期間の満了等 

（業務の引継ぎ等） 

第４３条 指定管理者は、指定期間の終了による本協定の終了（以下第４５条までにおいて同じ。）に際

し、市又は市が指定するものに対し、本業務の引継ぎ等を行わなければならない。 

２ 市は、必要があると認める場合には、本協定の終了に先立ち、指定管理者に対して市又は市が指定
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するものによる管理施設の視察、施設・設備の確認又花川運動公園の管理に関する経理状況に関する

資料の提出を申し出ることができるものとする。 

３ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に応

じなければならない。 

（原状回復義務) 

第４４条 指定管理者は、本協定の終了の日までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、

市に対して管理物件を明け渡し及び引き渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市が認めた場合には、指定管理者は管理物件の原状回復は行わずに、別

途市が定める状態で市に対して管理物件を明け渡し及び引き渡すことができるものとする。 

３ 指定管理者が第１項に定める義務を履行せず、管理施設に工作物等が残置されているときは、市は

指定管理者が当該工作物等の所有権を放棄したものとみなして、任意にこれを処分することができる。

この場合において、市に当該工作物等の撤去費用が生じたときは、当該費用を指定管理者に請求する

ことができる。 

（協定終了時の備品等の扱い） 

第４５条 本協定の終了に際し、備品等の扱いについては、次のとおりとする。 

(1) 第Ⅰ種備品及び備付物品については、指定管理者は、市又は市が指定するものに対して引き継が

なければならない。 

(2) 第Ⅱ種備品については、指定管理者は、市又は市が指定するものに対して無償で譲渡しなければ

ならない。 

(3) 第Ⅲ種備品については、指定管理者が自己の責任と費用で撤去しなければならない。ただし、市

と指定管理者の協議において両者が合意した場合、指定管理者は、市又は市が指定するものに対し

て、無償又は有償で譲渡することができるものとする。 

 第１０章 指定期間満了以前の指定の取消し 

（市による指定の取消し等） 

第４６条 市は、浜松市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成２０年浜松市条例第６１

号）第１３条第２項の規定により、指定管理者が次の号のいずれかに該当すると認めるときは、その

指定を取り消し、または期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものと

する。 

(1) 指定管理者が本業務等に際し、法令又は本協定に違反したとき。 

(2) 指定管理者が市の地方自治法第２４４条の２第１０項の規定による指示に従わないとき。 

(3) 本業務に際し不正行為があったとき。 

(4) 指定管理者が市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

(5) 指定管理者が本協定内容を履行しないとき。 

(6) 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者から本協定締結の解除の申出があったとき。 

(7) 市が定めた行政手続法に基づく処分基準その他指定管理者に対する処分に関する基準に該当す

るとき 

(8) 指定管理者（指定管理者が共同事業体であるときは、そのいずれかの者。以下この号において同
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じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及

び清算人をいう。以下同じ。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）及び暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者（以下「暴力団員等」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。 

カ 本業務に係る下請契約その他の契約に当たり、その相手方が、アからオまでのいずれかに該

当すること（相手方が個人の場合は、役員等をその者と読み替える。）を知りながら、当該者と

契約を締結したと認められるとき。 

キ 指定管理者が、アからオまでのいずれかに該当する者（個人の場合は、役員等をその者と読み

替える。）を本業務に係る下請契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を

除く。）に、市が指定管理者に対して当該契約の解除を求め、指定管理者がこれに従わなかった

とき。 

(9) その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、市が指定管理者による本業務を継続すること

が適当でないと認めるとき。 

２ 市は、前項に基づいて指定の取消し等を行おうとする際は、行政手続法に定めるところにより事前

に意見陳述のための手続を執らなければならない。 

３ 第 1項の規定により指定の取消し等を行った場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が

生じても、市はその賠償の責めを負わない。 

  また、指定管理者は、指定の取り消し等があった日後の利用に係る利用料金を事前に収受した場合

は、第３２条第２項の規定に関わらず、市の指示するところにより、その利用料金に相当する金額を

次の指定期間に係る指定管理者又は市に支払わなければならない。 

４ 指定管理者は、第１項の規定により指定を取り消された場合にあっては、取消しの日から３年間は

本市の指定管理者候補に応募することができないものとする。 

第４６条の２ 前条第 1項各号に掲げる場合のほか、市は、管理施設を休止するとき又は本業務の範囲

若しくは管理の基準の大幅な変更により指定管理者による本業務の継続が適当でないと認めるとき

は、指定管理者の指定を取り消すことができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による指定の取り消しについて準用する。 

（指定管理者による指定の取消しの申出） 

第４７条 指定管理者は次のいずれかに該当する場合、市に対して指定の取消しを申し出ることができ

るものとする。また、第４号に規定する事由が生じたときは、速やかに市長に報告するものとする。 

(1) 市が本協定内容を履行せず、又はこれに違反したとき。 
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(2) 市が任意に指定の取消しを申出たとき。 

(3) 市の責めに帰すべき事由により指定管理者が損害または損失を被ったとき。 

(4) 指定管理者の責めに帰さない事由により、管理運営業務の継続が困難になったとき。 

２ 市は、前項の申出を受けた場合、指定管理者との協議を経てその処置を決定するものとする。 

（不可抗力による指定の取消し） 

第４８条 市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場合は、相

手方に対して指定の取消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果やむを得ないと判断された場合は、市は指定の取消しを行うものとする。 

３ 前項における取消しによって指定管理者に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性が認められ

る範囲で市が負担することを原則として市と指定管理者の協議により決定するものとする。 

（違約金） 

第４９条 指定管理者は、第４６条の規定により、指定を取り消され、又は期間を定めて本業務の全部

若しくは一部の停止を命じられたときは、１ヶ月分の指定管理料に相当する額（指定管理料が生じな

い場合にあっては、施設の１ヶ月分の管理運営に要する費用を基準として市長が定める額（OR市と協

議して定める額））を違約金として市が指定する期日までに納めなければならない。 

２ 前項の規定により違約金が生じた場合において、市に未払いの指定管理料があるときは、市は、当

該違約金債権と当該未払いの指定管理料債務を対当額にて消滅させることができる。 

（取消し等による損害の賠償） 

第５０条 指定管理者は、違約金によって、第４６条の規定による指定の取消し、又は本業務の全部若

しくは一部の停止により市に与えた損害を補てんすることができないときは、その不足額に相当する

金額を賠償しなければならない。 

２ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部

若しくは一部の停止を命じた場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が生じても、市はそ

の賠償の責めを負わない。 

（指定期間満了以前の取扱い） 

第５１条 第４３条から第４５条までの規定は、第４６条から第４８条までの規定により本協定が終了

した場合に、これを準用する。ただし、市と指定管理者が合意した場合はその限りではない。 

 第１１章 その他 

（暴力団排除に関する協力義務） 

第５２条 指定管理者は、本業務の遂行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、市に

報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要な協力を行わなければな

らない。 

２ 指定管理者は、本業務に係る下請契約その他の契約に際しては、当該契約の相手方に対し、当該契

約に係る業務の遂行にあたって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、指定管理者を通じて市

に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要な協力を行なうよう求

めなければならない。 
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（権利・義務の譲渡の禁止） 

第５３条 指定管理者は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはな

らない。ただし、事前に市の承諾を受けた場合はこの限りでない。 

（法人格の変更等） 

第５４条 指定管理者（共同事業体の場合は、「指定管理者又は指定管理者を構成する団体」）は、合併、

分割等により、法人格の変更又は団体を構成する要素の重要な変更（以下「法人格の変更等」という。）

が見込まれる場合には、速やかに市に報告しなければならない。 

２ 市は、前項の報告があった場合は、法人格の変更等について確認するために必要な書類の提出を求

めることができるものとする。 

３ 指定管理者は、前項の規定に基づき市から求めがあったときは、速やかに必要な書類を市に提出し

なければならない。 

（本業務の範囲外の業務） 

第５５条 指定管理者は、花川運動公園の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲におい

て、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとする。 

２ 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、市に対して自主事業の計画書を提出し、事前に市の承

諾を受けなくてはならない。その際、市と指定管理者は必要に応じて協議を行うものとする。 

３ 市及び指定管理者は、自主事業を実施するに当たって、別途の自主事業の実施条件等を定めること

ができるものとする。 

４ 指定管理者は、応募時に実施の提案をした自主事業について実施しなければならない。ただし、市

が認める特別の理由がある場合はこの限りでない。 

（委託業務） 

第５６条 市は、花川運動公園において行う次の業務を指定管理者に委託し、指定管理者はこれを受託

するものとする。 

(1) 使用料徴収業務 

(2) まつぼっくりによる施設間の受付業務及びそれに伴う料金徴収業務 

２ 市及び指定管理者は、前項の業務に関する委託契約を締結するものとする。 

３ 指定管理者は、第１項第２号の業務を実施するに当たり、当該施設の管理者と委託契約を締結する

ものとする。 

（本業務の実施に係る指定管理者の口座） 

第５７条 指定管理者は、本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理することを目的として、本業

務に固有の口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。ただし、市と指定管理者間の協議によ

り、固有の口座を開設しなくとも支出及び収入を適切に管理できる場合はこの限りでない。 

（請求、通知等の様式その他） 

第５８条 本協定に関する市と指定管理者との間の請求、通知、申請、申出、報告、承認、承諾及び解

除は、本協定に特別の定めがある場合を除き、書面又は電子データにより行わなければならない。 

２ 本協定の履行に関して市と指定管理者間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して市と指定管理者間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を除

き、計量法(平成４年法律第５１号)の定めるところによる。 
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（協定の変更） 

第５９条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき又は特別な事情が生じたときは、市

及び指定管理者は、協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

（解 釈） 

第６０条 市が本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若しくは報告

を求めたことをもって、市が指定管理者の責任において行うべき業務の全部又は一部について責任を

負担するものと解釈してはならない。 

（疑義についての協議） 

第６１条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に特別の定めのない事項に

ついては、市及び指定管理者は、協議の上、これを定めるものとする。 

（年度協定の締結） 

第６２条 本協定に基づき、市及び指定管理者は、協議の上、年度協定を締結することが出来る。 

（裁判管轄） 

第６３条 本協定から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、花川運動公園の所在地を管轄す

る地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（共同事業体の場合における特記事項） 

第６４条 本協定に関する指定管理料の請求、受領、返還、○○に関する事項は、指定管理者１が行う

こととする。 

２ 前項に定める事項を除き、指定管理者１～指定管理者３は、本業務を連帯して行うものとする。 

 本協定を証するため、本書を２通作成し、市と指定管理者がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有す

る。 

令和○○年○○月○○日 

 所在地 静岡県浜松市中区元城町１０３番地の２ 

市 名 称 浜松市 

 代表者 浜松市長  中 野 祐 介  印 

 所在地 ○○ 

指定管理者 名 称 ○○ 

 代表者 ○○             印 

共同事業体の場合は、第６４条を記載する 

共同事業体の場合は、下記の表記とする 

指定管理者       所在地  浜松市○区○町○番地 

名 称  ○○グループ 

代表者  ○○ 

指定管理者１ 代表者  所在地   

名 称 

代表者          印 

指定管理者２ 構成員  所在地   

名 称   

代表者          印 

指定管理者３ 構成員  所在地   

名 称   

代表者          印 
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個人情報の取扱いに係る特記事項 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情報を取り

扱う際には、以下の事項を遵守しなければならない。 

１ 指定管理者は、本協定の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。指定期間が終了した後

も同様とする。 

２ 指定管理者は本協定の履行に関して知り得た個人情報について、市が指定した目的の範囲内でしか

利用してはならない。 

３ 指定期間終了後、市の指示により保管を要するものとされた個人情報は、市が指定した目的の範囲

内で使用することができる。ただし、市がその利用を停止するように求めたときは、指定管理者は直

ちに利用を停止しなければならない。 

４ 指定管理者は業務上の目的で個人情報を取り扱う場合であっても、次の各号に掲げる行為を行う場

合については、当該行為を行うことができる場合を必要最小限に限定しなければならない。 

(1) 個人情報を複製する場合 

(2) 個人情報を送信する場合 

(3) 個人情報が記録されている媒体の外部への送付又は持ち出し 

(4) その他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為 

５ 指定管理者は組織的安全管理措置として次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 組織体制の整備 

(2) 個人情報の取扱いに係る規律に従った運用 

(3) 個人情報の取扱状況を確認する手段の整備 

(4) 漏えい等の事案に対応する体制の整備 

(5) 個人情報の取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し 

６ 指定管理者は人的安全管理措置として、従事者に必要な教育をしなければならない。 

７ 指定管理者は物理的安全措置として、次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 個人情報を取り扱う区域を限定しなければならない。 

(2) 個人情報が記録されている媒体を定められた場所に保管するとともに、必要があると認めるとき

は、耐火金庫への保管、施錠等を行わなければならない。 

(3) 個人情報が記録されている媒体を外部へ送付し又は持ち出す場合には、市の許可を得るとともに、

パスワード等を使用して権限を識別する機能を設定する等のアクセス制御のために必要な措置を

とる。 

８ 指定管理者は技術的安全管理措置として次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 当該個人情報にアクセスする権限を有する者の範囲と権限の内容を、業務を行う上で必要最小限

の範囲に限定しなければならない。 

(2) アクセス権限を有しない者は、個人情報にアクセスしてはならない。 

(3) アクセス権限を有する場合であっても、業務上の目的以外の目的で個人情報にアクセスしてはな

らず、アクセスは必要最小限としなければならない。 

(4) アクセス状況を記録し、その記録を一定期間保存し、及びアクセス記録を定期的に分析しなけれ

ばならない。また、アクセス記録が改ざんされないように必要な措置をとらなければならない。 
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(5) 外部からの不正アクセスを防止するため、必要な措置をとらなければならない。 

(6) 個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付、又はウェブサイト等への誤掲載を防止す

るため、個別の事務・作業において取り扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じ、複数の従業員に

よる確認やチェックリストの活用等の必要な措置をとる。 

９ 指定管理者は、個人情報の漏えい等の事案が発生した場合は、直ちに市に通報するとともに、その

詳細について書面をもって報告しなければならない。あわせて、漏えいした個人情報の拡散を防止す

る等の必要な措置をとらなければならない。 

10 指定管理者は、個人情報又は個人情報が記録されている媒体（端末及びサーバに内蔵されているも

のを含む。）が不要となった場合には、業務責任者の指示に従い、一切の個人情報を溶解、焼却、切断

等の復元又は判読が不可能な方法により当該情報の消去又は当該媒体の廃棄を行う。その際に市が立

ち会いを求めた時は、業務に特別な支障を生じることがない限り拒むことはできない。 

11 前項の規定により、廃棄を実施した場合は、その処分内容を書面により市に報告しなければならな

い。また、保有した個人情報をそのまま返却する場合においても同様に報告しなければならない。 

12 指定管理者は、市の求めに応じ、個人情報の管理体制及び実施体制や個人情報の管理の状況につい

て、報告しなければならない。また、業務に特別の支障を生じる場合を除いて、市が実地検査を求め

たときはこれに応じなければならない。 

13 指定管理者は、業務の一部を第三者に委託（委託先が指定管理者の子会社である場合も含む。）する

場合には、個人情報の取扱いについて第１項から第 10 項までの措置をとるように委託先を監督しな

ければならない。 
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電気料等の精算に係る特記事項（令和 5年度選定施設に係る特例措置） 

昨年度の電気料等の著しい価格上昇など、将来的な価格変動の見通しが困難であるため、令和 5年度

選定施設に係る特例措置として、本協定における施設の電気料等は以下のとおり精算することとする。

なお、本特記事項と本協定の本特記事項以外の条項で記載内容に相違があるときは、本特記事項の記

載内容が優先するものとする。

（精算項目）

第１条 精算の対象とする項目（以下、「精算項目」という。）は次のとおりとする。

（１）電気料

（２）ガス料

（基準額）

第２条 精算の基準とする金額（以下「基準額」という。）は、11,901,000 円とする。

２ 基準額は、精算項目の年間合計額であり、消費税及び地方消費税を含む。

（実績額の報告）

第３条 指定管理者は、会計年度単位の精算項目に係る支出額の合計額（消費税及び地方消費税を含む。

以下「実績額」という。）及び精算項目に係る使用量（以下「各使用量」という。）を、市が指定する

日までに市に報告するものとする。

（増加した場合の精算）

第４条 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて増加した場合、２割を超える分の全額を交付金と

して、当該年度の翌年度に市が指定管理者に対して交付するものとする。

２ 前項に基づく交付金交付要綱は市が別に定める。

３ 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて増加した場合であっても、前年度と当該年度の精算項

目の各使用量を比較し、各使用量に著しい増加があると認められ、かつ、その増加が指定管理者の責

に帰すると認められるときは、第１項の交付金は交付しない。

（減少した場合の精算）

第５条 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて減少した場合、２割を超える分の全額を、当該年

度の指定管理料の最終支払い額から減額するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、当該年度の実績額が基準額から２割を超えて減少した場合において第３

条に規定による実績額の報告が市が指定する日までになされないときは、指定管理者は、２割を超え

る分の全額を、市が発行する納入通知書により指定する日までに支払う。
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別紙１ 管理物件 

１ 管理施設 

 ・庭球場 

 ・管理棟 

 ・競技管理室 

 ・副競技管理室 

 ・駐車場施設 

 ・敷地内の外構 

 ・その他施設（壁打練習ボード、トイレ、器具庫、四阿含む。） 

２ 管理物品 

（１）物品等（Ⅰ種） 

   別紙台帳のとおり 

（２）物品等（Ⅱ種） 

   該当なし 

（３）備付備品 

   本規則別表のとおり 
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別紙２（第１８号様式） リスク分担表 

種  類 内   容 
負担者 

市 
指定 

管理者 

物価・金利変動 物価・金利の変動に伴う経費の増加又は収入の減少  ○ 

社会通念上、想定を超える甚だしい物価・金利の変動に伴

う経費の増加又は収入の減少 
協議事項 

税制・法令改正 施設の管理運営に直接関係する制度改正等による経費の増

加又は収入の減少 
○  

上記以外の改正等による経費の増加又は収入の減少  ○ 

その他制度変更 指定管理者制度に直接関係する条例、規則等の改正その他

制度変更等による経費の増加又は収入の減少 
○  

上記以外の条例、規則等の改正その他制度変更等による経

費の増加又は収入の減少 
 ○ 

資金調達 資金調達ができなくなったことによる管理業務の中断等  ○ 

需要変動 需要変動による収入の減少又は経費の増加  ○ 

業務内容の変更 行政上の理由による業務内容の変更に伴う経費の増加 ○  

指定管理者の提案に基づく指定期間中途の業務内容の変更

に伴う経費の増加 
 ○ 

不可抗力 不可抗力の発生に起因した損害・損失や増加費用 ○  

不可抗力の発生に起因した事業の中断 協議事項 

施設の損壊等に

よる修繕、事業

の中断 

指定管理者の管理瑕疵に基づく施設・設備の損傷に伴う修

繕費用等の増加及びそれに伴う事業の中断等 
 ○ 

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う

修繕費用等で１件６０万円以上のもの 
○  

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う

修繕費用等で１件６０万円未満のもの 
 ○ 

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に伴う

修繕等による事業の中断等 
協議事項 

許認可等 市が取得すべき許認可等が取得・更新されないことによる

事業の中止・延期 
○  

指定管理者が取得すべき許認可等が取得・更新されないこ

とによる事業の中止・延期 
 ○ 

第三者への賠償 指定管理者の故意又は過失により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

引継費用 管理運営の引継ぎに必要な費用  ○ 

注 この表に定める事項で疑義がある場合又は表に定める事項以外の不測のリスクが生じた場合は、 

市と指定管理者協議の上、リスク分担を決定する。 
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別紙　備品台帳　

花川運動公園
令和5年6月25日時点

№ 備品番号 物品番号 分類名称 品名名称 取得価格(円) 規格名称 取得日
1 19440 34008010 医療・保健衛生機器類 車椅子 37,500 ＮＣ－１ＣＢ 20090310
2 21393 5002003 事務機器類 プリンター 26,000 ＣＡＮＯＮ　ＰＩＸＵＳ　ＭＰ５００ 20060323
3 21403 14002009 運動用具類 ネット 58,800 アシックス＃１１２９０Ｋ 20000825
4 21416 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
5 21417 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
6 21418 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
7 21419 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
8 21420 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
9 21421 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015

10 21422 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
11 21423 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
12 21424 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
13 21425 14002025 運動用具類 支柱 126,000 長谷川体育施設㈱　ＨＴＰテニスポスト 20031015
14 21427 28002011 清掃機器類 バキューム 47,360 マキタＥＵＢ２５０エンジンブロアー 20050210
15 22712 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
16 22713 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
17 22714 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
18 22715 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
19 22716 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
20 22717 1001001 木工・家具類 事務机 38,522 オカムラ　ＤＢ１３－ＬＬ－Ｍ 19950109
21 22718 1001001 木工・家具類 事務机 59,225 オカムラ　ＤＢ０３ＺＤ－Ｍ 19950109
22 22719 1001001 木工・家具類 事務机 41,200 チトセ　ＣＯＤ－１０７３ＴＶ 19950118
23 22720 1001001 木工・家具類 事務机 29,700 ５号　片袖　パネル無 19950315
24 22721 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
25 22722 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
26 22723 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
27 22724 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
28 22725 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
29 22726 1001006 木工・家具類 会議用机 40,000 オカムラ　８１８５ＬＺ－ＭＡ６５ 19950331
30 22727 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
31 22728 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
32 22729 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
33 22730 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
34 22731 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
35 22732 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
36 22733 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
37 22734 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
38 22735 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
39 22736 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
40 22737 1001006 木工・家具類 会議用机 23,072 チトセ　１１６Ａ－Ｔ１（ＲＯ） 19950331
41 22738 1001006 木工・家具類 会議用机 33,475 チトセ　ＦＴＶ－４５　ＮＧＲ 19950315
42 22739 1001006 木工・家具類 会議用机 33,475 チトセ　ＦＴＶ－３５　ＮＧＲ 19950315
43 22740 1001006 木工・家具類 会議用机 21,630 チトセ　１１５－Ｔ４ 19950315
44 22741 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210



№ 備品番号 物品番号 分類名称 品名名称 取得価格(円) 規格名称 取得日
45 22742 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
46 22743 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
47 22744 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
48 22745 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
49 22746 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
50 22747 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
51 22748 1001006 木工・家具類 会議用机 43,054 コクヨ　ＫＴ－Ｓ８４ＭＮ 19950210
52 22749 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
53 22750 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
54 22751 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
55 22752 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
56 22753 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
57 22754 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
58 22755 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
59 22756 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
60 22757 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
61 22758 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
62 22759 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
63 22760 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
64 22761 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
65 22762 1001006 木工・家具類 会議用机 22,763 コクヨ　ＢＴ－４１０ＭＮＲ 19950210
66 22763 1001006 木工・家具類 会議用机 35,020 コクヨ　ＢＴ－４１５ＭＮＲ 19950210
67 22764 1001006 木工・家具類 会議用机 33,526 チトセ　ＦＴＶ－４５　ＤＯ 19950315
68 22765 1001006 木工・家具類 会議用机 33,526 チトセ　ＦＴＶ－４５　ＤＯ 19950315
69 22766 1001006 木工・家具類 会議用机 33,526 チトセ　ＦＴＶ－４５　ＤＯ 19950315
70 22768 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
71 22769 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
72 22770 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
73 22771 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
74 22772 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
75 22773 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
76 22774 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
77 22775 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
78 22776 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
79 22777 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
80 22778 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
81 22779 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
82 22780 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
83 22781 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
84 22782 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
85 22783 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
86 22784 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
87 22785 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
88 22786 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
89 22789 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
90 22790 1001006 木工・家具類 会議用机 21,900 コクヨ　ＫＴ－Ｍ２００Ｒ 19950331
91 22791 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
92 22792 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
93 22793 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210



№ 備品番号 物品番号 分類名称 品名名称 取得価格(円) 規格名称 取得日
94 22794 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
95 22795 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
96 22796 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
97 22797 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
98 22798 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
99 22799 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
100 22800 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
101 22801 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
102 22802 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
103 22803 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
104 22804 1001006 木工・家具類 会議用机 33,578 コトブキＦＴ－２９８ 19950210
105 22805 1001013 木工・家具類 座卓 22,660 チトセ　ＺＴ－２１１　漆赤 19950315
106 22806 1001021 木工・家具類 作業台 115,360 ユニオン　ＲＨＷ－１８０９Ｄ３ 19950315
107 22807 1001021 木工・家具類 作業台 62,315 ユニオン　ＵＴＶＣ－９６０　バイス用 19950315
108 22812 1002015 木工・家具類 ベンチ 35,947 イトーキ　ＬＤＲ－４０３０ＤＡ－Ｙ４ 19950210
109 22813 1002015 木工・家具類 ベンチ 35,947 イトーキ　ＬＤＲ－４０３０ＤＡ－Ｙ４ 19950210
110 22814 1002015 木工・家具類 ベンチ 35,947 イトーキ　ＬＤＲ－４０３０ＤＡ－Ｙ４ 19950210
111 22815 1002015 木工・家具類 ベンチ 35,947 イトーキ　ＬＤＲ－４０３０ＤＡ－Ｙ４ 19950210
112 22816 1002015 木工・家具類 ベンチ 35,947 イトーキ　ＬＤＲ－４０３０ＤＡ－Ｙ４ 19950210
113 22817 1003003 木工・家具類 引き違い保管庫 25,700 ＩＴＯ　４３５０Ｐ　スチール戸 19950225
114 22818 1003003 木工・家具類 引き違い保管庫 25,700 ＩＴＯ　４３５０Ｐ　スチール戸 19950225
115 22819 1003003 木工・家具類 引き違い保管庫 31,600 ＩＴＯ　６３５０Ｐ　スチール戸 19950225
116 22820 1003003 木工・家具類 引き違い保管庫 25,700 ＩＴＯ　４３５０Ｐ　スチール戸 19950225
117 22821 1003007 木工・家具類 掃除用具入れ 27,758 コクヨ　ＣＬＫ－３５Ｍ 19950315
118 22822 1003007 木工・家具類 掃除用具入れ 27,758 コクヨ　ＣＬＫ－３５Ｍ 19950315
119 22823 1003007 木工・家具類 掃除用具入れ 27,758 コクヨ　ＣＬＫ－３５Ｍ 19950315
120 22824 1003010 木工・家具類 ロッカー 30,663 コクヨ　ＬＫ－３Ｍ 19950315
121 22825 1003010 木工・家具類 ロッカー 30,663 コクヨ　ＬＫ－３Ｍ 19950315
122 22826 1003010 木工・家具類 ロッカー 30,663 コクヨ　ＬＫ－３Ｍ 19950315
123 22827 1003010 木工・家具類 ロッカー 30,663 コクヨ　ＬＫ－３Ｍ 19950315
124 22828 1003018 木工・家具類 整理棚 42,333 チトセ　№５３６５Ｐ　スチール物品棚 19950315
125 22829 1003018 木工・家具類 整理棚 42,333 チトセ　№５３６５Ｐ　スチール物品棚 19950315
126 22830 1003018 木工・家具類 整理棚 60,152 チトセ　№６５６５　スチール物品棚 19950315
127 22831 1003018 木工・家具類 整理棚 42,333 チトセ　№５３６５Ｐ　スチール物品棚 19950315
128 22832 1003018 木工・家具類 整理棚 42,333 チトセ　№５３６５Ｐ　スチール物品棚 19950315
129 22833 1003026 木工・家具類 金庫 122,000 ＩＴＯ　ＶＹＤ－７０ 19950315
130 22834 1004012 木工・家具類 つい立て 34,500 ヤガミ　０８９８２　８０－４Ｆ　防炎 19950118
131 22835 1004012 木工・家具類 つい立て 59,998 ドラゴン　ＯＧ－１８９Ａ－ＧＧ 19950315
132 22836 1004012 木工・家具類 つい立て 59,998 ドラゴン　ＯＧ－１８９Ａ－ＧＧ 19950315
133 22837 1004012 木工・家具類 つい立て 59,998 ドラゴン　ＯＧ－１８９Ａ－ＧＧ 19950315
134 22838 1004012 木工・家具類 つい立て 59,998 ドラゴン　ＯＧ－１８９Ａ－ＧＧ 19950315
135 22839 1005001 木工・家具類 応接セット 369,770 ホウトクＲＨ１４１～ＲＨ１４６ 19941227
136 22841 11003001 布・幕類 テント 116,390 ２×３間　文字，横幕無し 19950331
137 22842 11003001 布・幕類 テント 116,390 ２×３間　文字，横幕無し 19950331
138 22901 14002025 運動用具類 支柱 120,750 テニスコート南面側用（別紙のとおり） 19990129
139 22902 14002025 運動用具類 支柱 120,750 テニスコート南面側用（別紙のとおり） 19990129
140 22903 14002025 運動用具類 支柱 120,750 テニスコート南面用（別紙のとおり） 19980331
141 22904 14002025 運動用具類 支柱 102,000 テニスコート北面用（別紙のとおり） 19980331
142 22905 14002025 運動用具類 支柱 111,240 庭球用　ルイ高商会　０３５１ 19960315
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143 22906 14002025 運動用具類 支柱 135,000 庭球用　長谷川体育施設　ＨＴ０３０１ 19960315
144 22907 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
145 22908 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
146 22910 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
147 22911 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
148 22912 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
149 22914 14002047 運動用具類 コートドライヤー 31,900 エバニュー　スポンジＬ　ＫＥ－１７５ 19950315
150 22940 22005004 車両・運搬機器類 ゴーカード 271,920 スズキ　ＬＴ８０ 19950320
151 22942 22005007 車両・運搬機器類 台車 26,780 バンラック　ＳＨ－３ 19950315
152 22943 22005007 車両・運搬機器類 台車 51,500 バンラック　ＳＨ－１ＬＳ 19950315
153 22945 27001021 機械器具類 切断機 34,500 新ダイワ　Ｌ１２０ＳＮ 19950315
154 22951 28002003 清掃機器類 電気掃除機 53,560 マキタ　４３０ 19950315
155 22952 28002003 清掃機器類 電気掃除機 53,560 マキタ　４３０ 19950315
156 22969 30002028 電気・通信音響機器類 冷蔵庫 107,000 松下　ＮＲ－Ｃ２５Ｖ３　Ｈ，Ｗ各１ 19950315
157 22972 31002001 写真・光学機器類 オーバーヘッドプロジェクター 206,000 エルモ　ＨＰ－２８５０　ＳＯＬＡＲ 19950315
158 22973 34008007 医療・保健衛生機器類 医療用ベッド 73,100 ヤガミ　０８０８９　マット付 19950118
159 22974 34008026 医療・保健衛生機器類 薬品戸棚（薬品棚） 79,900 ヤガミ　０８１００ 19950118
160 22975 34008031 医療・保健衛生機器類 医療用椅子 24,200 ヤガミ　４８１６３　肘無 19950118
161 22976 34008031 医療・保健衛生機器類 医療用椅子 30,600 ヤガミ　４８１６２　肘付 19950118
162 22977 45002002 看板・表示板類 ホワイトボード 81,370 コクヨ　ＢＢ－Ｒ３３６Ｗ１Ｗ１Ｎ 19950315
163 22979 45002002 看板・表示板類 ホワイトボード 68,100 コクヨ　ＢＢ－Ｒ３３４Ｗ１Ｗ１Ｎ 19950322
164 22980 45002002 看板・表示板類 ホワイトボード 38,000 １２０×９０㎝　片面コルクボード 19970214
165 22981 45002002 看板・表示板類 ホワイトボード 38,000 １２０×９０㎝　片面コルクボード 19970214
166 22982 47001001 日用品雑貨 脚立 28,016 ナカオ　１Ｒ１３０－１５ 19950315
167 22983 47001004 日用品雑貨 梯子 61,125 ハセガワ　ＵＳ－５０　２連梯子 19950315
168 141393 30002004 電気・通信音響機器類 テレビ 58,432 テレビ（東芝３２インチ.３２AIS（K）） 20110711
169 141394 30002004 電気・通信音響機器類 テレビ 53,708 テレビ（東芝２２インチ.２２AZ（K）） 20110711
170 141395 30002004 電気・通信音響機器類 テレビ 53,707 テレビ（東芝２２インチ.２２AZ（K）） 20110711
171 143521 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
172 143522 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
173 143523 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
174 143524 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
175 143525 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
176 143526 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
177 143527 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
178 143528 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
179 143529 14002099 運動用具類 その他 82,950 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ-Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120330
180 143815 14002099 運動用具類 その他 86,100 デジタルスコアーボード　ルイ高　ＲＴ－Ｓ180210Ｋ　ネーム表示Ａ４ 20120529
181 144508 30002004 電気・通信音響機器類 テレビ 53,760 テレビ（東芝３２インチ.３２ＡＣ４） 20120903
182 149875 14009033 運動用具類 得点板 90,405 得点板　ルイ高　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ　ネーム表示（Ａ４） 20140320
183 149876 14009033 運動用具類 得点板 90,405 得点板　ルイ高　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ　ネーム表示（Ａ４） 20140320
184 149883 14002035 運動用具類 コートローラー 34,440 コートローラー　エバニュー（スポンジローラーＬ）ＥＫＥ１７５ 20140320
185 152071 14002009 運動用具類 ネット 57,888 硬式テニスネット（アシックス　1126EK） 20140801
186 152261 30001024 電気・通信音響機器類 ワイヤレスマイク 34,884 ＴОＡ　ワイヤレスマイク　ハンド型　ＷＭ－１２２０ 20141001
187 152262 30001024 電気・通信音響機器類 ワイヤレスマイク 96,444 ＴОＡ　ワイヤレスアンプ　ＷＡ－２８００ 20141001
188 152263 5002099 事務機器類 その他 140,184 エプソン　プロジェクター　ＥＢ－９４０ 20141001
189 158258 30001024 電気・通信音響機器類 ワイヤレスマイク 49,896 タイピン型ワイヤレスマイク　TOA　WM-1320 20160307
190 158779 14002009 運動用具類 ネット 46,440 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160315
191 158780 14002009 運動用具類 ネット 46,440 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160315
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192 158781 14002009 運動用具類 ネット 46,440 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160315
193 158782 14002009 運動用具類 ネット 46,440 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160315
194 158783 14002009 運動用具類 ネット 46,440 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160315
195 158934 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
196 158935 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
197 158936 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
198 158937 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
199 158938 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
200 158939 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
201 158940 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
202 158941 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
203 158942 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
204 158943 14002009 運動用具類 ネット 36,180 カネヤ　K1228NN　内蔵式硬式テニスネット　PE44W 20160316
205 164578 30002028 電気・通信音響機器類 冷蔵庫 170,000 National NR-245TR-W 20160401
206 164579 30002028 電気・通信音響機器類 冷蔵庫 165,000 National NR-D36D2-H 20160401
207 167631 14002025 運動用具類 支柱 126,000 ＨＴＰテニスポスト 20171207
208 167632 14002025 運動用具類 支柱 126,000 ＨＴＰテニスポスト 20171207
209 167633 14002025 運動用具類 支柱 126,000 ＨＴＰテニスポスト 20171207
210 167634 14002025 運動用具類 支柱 126,000 ＨＴＰテニスポスト 20171207

211 170861 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

212 170862 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

213 170863 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

214 170864 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

215 170865 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

216 170866 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

217 170867 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

218 170868 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

219 170869 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

220 170870 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

221 170871 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

222 170872 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

223 170873 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

224 170874 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628
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225 170875 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

226 170876 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

227 170877 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

228 170878 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

229 170879 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

230 170880 14002009 運動用具類 ネット 25,920
ソフトテニスネット　鐘屋産業　Ｋ－１３２４ＮＮＴ（ワイヤー内臓式加工・
白帯ターポリン） 20180628

231 172094 14002009 運動用具類 ネット 46,656 ネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20181126
232 172095 14002009 運動用具類 ネット 46,656 ネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20181126
233 172096 14002009 運動用具類 ネット 46,656 ネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20181126
234 172417 28002099 清掃機器類 その他 50,457 ブロア　㈱マキタ　ＥＵＢ４２５０ＳＰ 20181226

235 176320 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

236 176321 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

237 176322 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

238 176323 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

239 176324 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

240 176325 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

241 176326 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

242 176327 14009033 運動用具類 得点板 113,400
デジタルスコアボードテニス用　ルイ高Ａ４対応　ＲＴ－Ｓ１８０２１０Ｋ０
５　同数引き取り含む 20190930

243 177232 14002009 運動用具類 ネット 47,520 テニスネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20200117
244 177233 14002009 運動用具類 ネット 47,520 テニスネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20200117
245 177234 14002009 運動用具類 ネット 47,520 テニスネット　鐘屋産業　K-1228NN（ワイヤー長さ14.2ｍ指定） 20200117

246 182690 27001033 機械器具類 刈り込み機 71,280
マキタ　充電式ヘッジトリマ　上下刀駆動式　40Ｖ　ＭＵＨ002ＧＲＤＸ　刀
長500㎜ 20210830


